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• 2月のシンポジウム以降の再生可能エネルギ
ーに関する動き

• 再生可能エネルギーの最大限導入に向けた
政策課題
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エネルギー・気候変動政策
スケジュール

2020年
1-3月

2020年
4-6月

2020年
7-9月

2020年
10-12
月

2021年
1-3月

2021年
4-6月

2021年
7-9月

2021年
10-12
月

エネルギー
政策

・エネル
ギー供給
強靱化法
（電気事業
法改正、
FIT法改
正）提出

・強靱化法
可決（5月）

・電気事業
法、FIT法
の制度議
論

気候変動政
策

・温暖化対
策計画見
直し開始

・グリーン
成長戦略
（12月）

その他・備考 ・米国大統領選挙（11
月）

・米国気候サミット（4月）
・G7＠英国（6月）

・G20＠イタリア（10月）
・COP26＠英国グラス
ゴー（11月）
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エネルギー基本計画の見直し

石炭火力検討WG

カーボンプライシン
グの検討

とりま
とめ

とりま
とめ

2050年カーボン
ニュートラル

2030年温暖化
目標（NDC）の
提出2030年46-50％削

減目標の表明



菅総理による2030年目標の表明
（2021年4月22日・抜粋）
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• 地球規模の課題の解決に向け、我が国は、大きく踏み出します。
2050年目標と整合的で、野心的な目標として、2030年度に、温室
効果ガス排出量を2013年度から46％削減することを目指します。
さらに50％の高みに向けて、挑戦を続けてまいります。

• 46％削減は、これまでの目標を7割以上引き上げるものであり、決
して容易なものではありません。しかしながら、世界のものづくりを
支える国として、次の成長戦略にふさわしいトップレベルの野心的
な目標を掲げることで世界の議論をリードしていきたいと思います
。

• 今後は、目標の達成に向け、具体的な施策を着実に実行していく
ことで、経済と環境の好循環を生み出し、力強い成長を作り出して
いくことが重要であります。

• 再エネなど脱炭素電源の最大限の活用や、投資を促すための刺
激策、地域の脱炭素化への支援、グリーン国際金融センターの創
設、アジア諸国をはじめとする世界の脱炭素移行への支援などあ
らゆる分野で、できる限りの取組を進め、経済・社会に変革をもた
らしてまいります。



2030年目標の引き上げ
新たな2030年目標 2015年提出の目標

日本 2013年比46-50％削減 2013年比26％削減

米国 2005年比50-52％削減 2025年までに2005年比26-28％削
減

EU 1990年比少なくとも55％削減 1990年比少なくとも40％削減

ドイツ 1990年比少なくとも65％削減
2040年までに88％削減
2045年までにカーボンニュートラル

1990年比少なくとも55％削減

英国 1990年比68％削減
2035年までに78％削減

1990年比53％削減

カナダ 2005年比40-45％削減 2005年比30％削減

中国 少なくとも65%の排出原単位改善：
2030年頃までにCO2排出量頭打ち；
一次エネルギー消費の非化石燃料
比率約25％

60-65%の排出原単位改善；2030年
頃までにCO2排出量頭打ち；一次エ
ネルギー消費の非化石燃料比率約
20％

インド ー 33-35%の排出原単位改善；総電力
設備容量の40％を非化石燃料起源
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意欲的な30年目標を掲げるSBT企業例
2030年目標 2030年目標

コニカミノルタ 2005年比60％削減 味の素 2018年比50％削減
富士フイルムホール
ディングス

2013年比45％削減 ウエイストボッ
クス

2018年比50％削減

積水ハウス 2013年比50％削減 NTTデータ 2016年比60％削減
アスクル 2030年カーボンニュート

ラル（100％削減）
日立製作所 2030年カーボンニュートラル

（100％削減）
野村総合研究所 2013年比72％削減 キリンホール

ディングス
2019年比50％削減

アサヒグループホー
ルディングス

2019年比50％削減 YKK AP 2013年比50％削減

日立建機 2010年比45％削減 NTTドコモ 2018年比50％削減
小野薬品工業 2017年比55％削減 ソニー （2035年目標）

2018年比72％削減
丸井グループ 2016年比80％削減 武田薬品工業 （2025年目標）

2016年比40％削減
2040年カーボンニュートラル

ソフトバンク （2030/2031年目標）
2019/2020年比82.8％
削減

YKK 2018年比50％削減

ジェネックス 2017年比55％削減 日本電気
（NEC）

（2030/2031年目標）
2017/2018年比55％削減

リコー 2015年比63％削減 塩野義製薬 （2030/2031年目標）
2019/2020年比46.2％削減

コマニー 2018年比50％削減 東急不動産 2019年比46％削減 6



2030年目標宣言後の企業の目標表明
ファミリーマート（4月23日） 2030年の店舗運営における温室効果ガス（CO2）排出量を2013年比50％削減
TOTO（4月28日） 2040年までに全世界のTOTOグループで使用する電力100％再生可能エネルギー
JR西日本グループ（4月30日） 2030年度にCO2排出量2013年度比46％削減
SCSK
（4月28日）

2030年度までに2019年度比47%削減。2050年度までに排出量を100%削減
Scope3の排出量について2030年度までに2019年度比28%削減

オリンパス（5月6日） 2030年までにオリンパスグループの事業所から排出されるCO2排出量を実質ゼロ

エーザイ
（5月11日）

2040年までにグループ全社のCO2の排出量「カーボンニュートラル」
2030年までに再生可能エネルギー使用率100％

ソフトバンク（5月11日） 2030年までに事業活動で使用する電力などによる温室効果ガスの排出量を実質ゼロ

三井住友フィナンシャルグ
ループ（SMBCグループ）
（5月12日）

グループが排出する温室効果ガス（GHG）を2030年に実質ゼロ
2020〜2029年度のグリーンファイナンス、サステナビリティに資するファイナンス実行額を
30兆円に上方修正。石炭火力発電新設・拡張案件への支援を行なわない

アズビル（5月14日） 事業活動に伴う温室効果ガス（GHG）排出量を2030年度に2013年度比60％削減

リクルートホールディングス
（5月17日）

2021年度中にグループの事業活動においてカーボンニュートラル
2030年度までに、バリューチェーン全体で温室効果ガス排出量のカーボンニュートラル

三菱UFJフィナンシャル・グ
ループ（5月17日）

2030年までに自社の温室効果ガス（GHG）排出量実質ゼロ
2050年までに投融資ポートフォリオのGHG排出量実質ゼロ

花王
（5月19日）

事業活動に伴い排出されるCO2を2040年までにゼロ、2050年までにネガティブ
2030年までに2017年比55％削減。使用電力を2030年までに100％再エネ電力化

パナソニック（5月27日） 2030年に事業活動に伴う二酸化炭素（CO2）排出を実質ゼロ

東京海上ホールディングス（5
月28日）

2050年カーボンニュートラル。2030年度までに温室効果ガス（CO2）60％削減
グループ主要拠点の使用電力を2030年度までに100％再エネ

トヨタ自動車（6月11日） 2035年二酸化炭素の排出量を実質ゼロにするカーボンニュートラルを実現

DIC（6月18日） 2030年度2013年度比50％削減

住友生命保険（6月29日） 2030年度資産ポートフォリオ排出量（保有残高あたりのGHG排出量）2019年度比42％削減

オカムラ（6月29日） 2030年度2020年度比50％削減
7



日本企業のRE100
57社（2021年7月6日）
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• リコー（2017年4月）
– 2050年までに再エネ電気100％調達、中間目標として2030年までに少なくとも30％を調達

• 積水ハウス（2017年10月）
– 2040年までに再エネ電気100％調達、中間目標として2030年までに50％調達

• アスクル（2017年11月）、大和ハウス工業（2018年2月）、イオン、ワタミ（2018年3月）
、城南信用金庫（2018年5月）、丸井グループ、エンビプロ・ホールディング、富士通（
2018年7月）、ソニー（2018年9月）、生活協同組合コープさっぽろ、芙蓉総合リース（
2018年10月）、戸田建設、大東建託（2019年1月）、コニカミノルタ、野村総合研究所（
2019年2月）、東急不動産、富士フイルムホールディングス（2019年4月）、アセットマ
ネジメントONE（2019年7月）、第一生命保険、パナソニック（2019年8月）、旭化成ホー
ムズ、高島屋（2019年9月）、フジクラ、東急（2019年10月）、ヒューリック、LIXILグルー
プ、安藤ハザマ（2019年11月）、楽天（2019年12月）、三菱地所（2020年1月）、三井不
動産（2020年2月）、住友林業（2020年3月）、小野薬品工業（2020年6月）、日本ユニ
シス（2020年7月）、アドバンテスト、味の素、積水化学（2020年8月）、アシックス（
2020年9月）、J.フロント リテイリング、アサヒグループホールディングス（2020年10月）
、キリンホールディングス（2020年11月）、ダイヤモンドエレクトリックホールディングス
、ノーリツ、セブン＆アイホールディングス、村田製作所（2020年12月）、いちご、熊谷
組、ニコン、日清食品ホールディングス（2021年2月）、島津製作所、東急建設（2021
年3月）、セイコーエプソン、TOTO（2021年4月）、花王（2021年5月）、日本電気（NEC）（
2021年6月）、第一三共（2021年7月）

• https://www.there100.org

https://www.there100.org/


電気事業連合会

「2050年カーボンニュートラルの実現に向けて」
（2021年5月21日）
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エネルギーの脱炭素化の課題

• エネルギーの脱炭素化
– 日本の温室効果ガス排出量の約85％がエネルギー起源の

CO2
– 電力分野の脱炭素化の加速が必要

• G7サミットでの「2030年代の電力の脱炭素化をめざす」

– エネルギー効率の最大限の向上
– 「再エネの最大限導入」＋非電力分野の「電化」
– 自然変動再エネの系統統合とそのコスト（システムコスト）低減

• 系統の整備と運用、エネルギー貯蔵（揚水、蓄電池、蓄エネ技術…）
、需要サイド….

– 供給力を確保しつつ、火力からの排出ゼロへの移行
• 電源構成の30％以上を占める石炭火力

– 原子力（の位置づけ）
– 「電化」が困難な非電力分野の対策
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2050年カーボンニュートラルへの道標
2021年 ・削減対策がとられていない新規の石炭火力の建

設停止
2040年 ・削減対策がとられていないすべての石炭火力・石

油火力の段階的廃止

・新規の石油・ガス田開発、新規炭鉱の開発の停
止

・世界的に電力がネットゼロエミッションに

2025年 ・化石燃料ボイラーの新規販売停止 ・重工業の既存の能力の約90％が投資サイクル終
了にいたる

2030年 ・太陽光・風力の年の新規導入量1020GW ・航空燃料の50％が低排出燃料に

・先進国における削減対策がとられていない石炭
火力の段階的廃止

・既存の建築物の50％がネットゼロカーボンレディ
レベルに改修

・重工業分野の新技術の大半が大規模実証 2045年 ・熱需要の50％が、ヒートポンプでまかなわれる

・世界で販売される自動車の60％が電動車に 2050年 ・世界の発電量のほぼ70％が太陽光と風力となる

・すべての新築建築物がゼロカーボン・レディに ・90％以上の重工業生産が低排出となる

・すべての人がエネルギーにアクセス可能に ・85％以上の建築物がゼロカーボンレディとなる

2035年 ・先進国において全体として電気がネットゼロエミッ
ションに

・すべての産業用電動車の販売がその分類でトッ
プになる

・内燃機関自動車の新規販売停止

・販売される家電、冷房システムの大半がその分
類でトップになる

11
出典：国際エネルギー機関、2021年



再エネ（2030年）に関する検討状況（1）

• 2015年時よりも詳細でシステマティックなポテ
ンシャル評価

– リードタイムの長さを考慮したポテンシャル評価
– 2030年時限では、太陽光と風力に量的ポテンシ
ャル

• 想定する政策強化で、2015年に想定した
2030年の電力需要を前提にすると、再エネは
約30％（2021年4月時点）
–想定されている対策についてはスライド参照
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再エネ（2030年）に関する検討状況（2）

• 再エネポテンシャル評価上の課題：導入量、発
電コストの見通しが保守的ではないか。例えば、
– 太陽光の習熟率

• 資本費のうち設備費の算定上、20％の習熟率を使用（発電
コスト検証WG）

• IEA, Energy technology perspective 2020 (2021)で、1970年
代以降で24％（cf. Fraunhofer 過去39年25％）、「近年は30
％を超えている」

– 見込まれる再エネの技術革新が反映されていない
• 太陽光（モジュール）の高効率化（2030年25％程度まで改
善見通し）による発電コスト低減

• 風力の大型化による設備利用率の改善、発電コスト低減
– 近年の陸上風力の設備利用率25％
– 現在の20M標準から環境アセスメント中のものは40M標準

14





再エネの最大限導入にむけて（1）
• 「再エネの主力電源化」に向けて再エネの最大限導入
のための施策の加速

• 2030年までの再エネ導入政策は
– ①2030年までの再エネの最大限導入と、
– ②2030年を超えてさらなる導入を実現するための仕込み

• 課題
– FIPなど買取制度の適切な運用はもちろんだが
– コスト低減

• グリーン水素などのコスト低減にも資する
– 再エネ最大限導入を可能にする電力システム
– 土地利用、社会的受容性
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再エネの最大限導入にむけて（2）
• 伸ばしたい電源には意欲的で明確な国の目標を

– 意欲的な（背伸びした）目標が投資とイノベーションをもたらす
• 洋上風力目標（2040年4500万kW）のインパクト

– 予見可能な魅力的な市場環境整備
• 再エネ主力電源化を可能にする電力システムの構築

– 系統、市場をはじめ既存の制度、ルールをあらためて見直す。この見
直しの加速。再エネの発電コストの低減、導入加速化の鍵

– システムコストの低減＝いかに自然変動電源を効率的に系統に統合
するか（系統の整備と運用、エネルギー貯蔵（揚水、蓄電池、蓄エネ
技術…）、需要サイド….）

• いかにエネルギー転換を促すか。他の電源との相対的競争性。社
会的コストの統合と電源間の公正な競争条件
– Ex. 炭素の価格づけ

• 地域主導の、地域共生型の再エネ導入
– 土地規制と社会的受容性
– 改正温対法

• これらを実施、現実のものにする政府内の横断的連携
17





出典：電力広域的運用推進機関、2021年



出典：電力広域的運用推進機関、2021年



再エネ主力化の課題（1）

• 再エネのコスト削減
– 買取価格を下げればコストが下がるわけではない
– コスト低減の戦略を持つ必要。官民の努力が必要

• 制度的障壁（ex. 系統）
• 商慣行の改善
• 内生化（国内産業化）

– 時間軸。幼稚電源から成熟電源への成長を促す
– 他の電源との相対的競争性

• 「非効率石炭火力のフェードアウト」が持つ重要性
• ex. 炭素の価格付け

– 水素などのコスト低減にも資する
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再エネ主力化の課題（2）
• FIP（Feed-in premium）制度
– 市場と連動した支援の制度
– 再エネの市場統合を進める（≠コストを下げる）

• 留意すべき事項
– 投資回収の予見可能性を損なわず、高める
– 電源の特性、規模、導入状況などに合わせて対応を
進める（phase-in）
• アグリゲーター

– 再エネの特性にあわせた市場・制度設計
• アグリゲーター
• インバランス制度
• 需給調整市場
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再エネ主力化の課題（3）

• 系統を含む電力関連制度・システムの「再エネ主力化」「脱炭素
化」の観点からの見直し
– 計画的な（「プッシュ型の」）系統整備

• マスタープランの策定
– 「送電線の利用ルールの見直し」

• 先着優先ルールの見直し
• ノンファーム接続の2021年度全国展開

– 市場の設計
• 例えば、容量市場
• 例えば、需給調整市場
• 例えば、非化石価値取引市場、非化石証書

– 託送料金制度
• 例えば、発電側基本料金
• 例えば、低圧託送

– 需給一体型や買取制度によらない再エネ導入を可能とし、促進する
制度改革

23























34

Thank you for your attention!

Yukari TAKAMURA
E-mail: yukari.takamura@ifi.u-tokyo.ac.jp
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